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1.はじめに 

 日本企業の製品開発については､自動車業界を対

象とした (Clark & Fujimoto, 1991),事例調査およ

びアンケートによって業種間での比較を行った(藤

本 & 安本, 2000)､さらに顧客志向に注目した(川上

智子, 2005)などがある｡これらは主に開発プロセス

に注目したものである｡一方で､開発された製品の日

本市場における成功については､(Edgett, Shipley, 

& Forbes, 1992)の日英での国際比較､(Song & Parry, 

1997)のアンケート調査などがある｡ 

 これらの研究は､それぞれ開発プロセスおよび､導

入後のマーケティングについて注目しており､二つ

の局面を統合した研究は筆者の知る限り存在しない｡

また､これらの研究における定量的な調査は､単発で

終わっており､時系列での比較ができない状況であ

る｡このため､日本では｢新製品の成功率が低い｣｢近

年､顧客が見えなくなった｣という言葉は聞くものの､

それを裏付ける客観的なデータがない状況にある｡

このような背景のもと､本研究は､日本企業の研究開

発､製品開発から市場における製品のパフォーマン

スに至る総合的なデータを長期的に蓄積し､その変

化の動向を把握することを目的とする｡ 

 

2.調査の概要 

1)調査方法 

 2006年のパイロット調査を経て､2007年から「研究

開発についての調査」｢製品開発についての調査｣を

行っている1｡調査方法は郵送法であり､2つの調査と

もに､上場製造業について､ダイヤモンド社会社職員

録より､研究開発担当部署(研究所などを含む)もし

くは製品開発担当部署がある企業を抽出し､その部

署の部長以上の役職者を抽出している｡なお､一つの

企業に複数の研究関連部署がある場合には､それら

の中から1名をランダムに選んだ｡ 

 送付数および回答数を表1に示す｡研究開発につい

ては450社程度､製品開発については､600社程度に調

査票を送付している｡回収率は16.3-28%であるが､い

ずれについても､売上規模､従業員規模について回答

企業と非回答企業の比較を行い､有意な差がないこ

とを確認した｡ 

 

                                                   
1  2006年のパイロット調査の回答率は
3%と低かった｡これを踏まえてサンプリング方法
および調査票の構成も大幅に変更した｡これにつ

いては､(紀ら, 2008)を参照｡ 

2)分析の方法 

 回答率が異なることからもわかるように､年によ

って回答企業が異なる｡これら業種の分布の影響を

除去するために､業種ダミーおよび回答年度を説明

変数として以下の分析を行った｡つまり､5 段階尺度

などメトリックな質問項目については回帰分析､選

択式(0/1)の設問については二項ロジットモデルを

適用して分析した｡回答年度の係数が 0 という仮説

が棄却された項目は 3 年間での増加もしくは減少の

トレンドがあり､棄却されない場合にはトレンドが

ないことになる｡ 

 なお､2007 年度を基準として 2008 年調査ダミー､

2009 年調査ダミーを定義して､説明変数とすること

も可能である｡ただし､このようにダミー変数を定義

することは､一年ごとに変化の方向が+/-のいずれも

あり得ることを仮定していることになる｡単年度で

回答が大きく変化する可能性もあるが､わずか 3 年

間であり､サンプル数もあわせて 400 弱であるため､

そのような微細な変化については検知することは困

難である｡よって､トレンドつまり､年度とともに減

少もしくは増加するという線形の関係を想定した｡ 

 

3.研究開発の動向 

 研究開発についての調査では 300 項目以上を設定

したが､このようにして検定した結果､少なくとも

10%水準で有意となったのは表 2 上段の 30 項目であ

る｡3年間とも回答した企業は 17社､いずれか 2年間

に回答した企業は 67 社であったが､このように安定

した結果が得られたことは､単純集計に示すような

傾向が日本企業に共通する傾向であることを示唆し

ている｡ 

 表 2 の有意水準については､係数の符号と併せて示

した｡つまり､+++とある項目は係数が正で 1%水準で

有意であったことを示す｡有意に変化した項目から､

以下の点を指摘できる｡ 

 

･研究開発の縮小と困難化 

 ｢研究開発の 5 年前との比較｣については､いずれ

も係数は負で有意であり､｢社内､外部支出研究開発

費｣｢研究開発要員の数｣｢重点､重要テーマの数｣とも

に減少傾向にあることがわかる｡一方で､｢多くの可

能性を試さなければ最終解に至ることが難しい｣｢比

較的多くのテーマを設定し､途中で絞り込む｣は増加

傾向にあり､費用や人員が減少していく中で､多様な

可能性を試す必要が高まっていることがわかる｡ 

 ｢社内の異なる研究領域の共同研究が積極的に行

われている｣は増加傾向にあり､｢(研究開発)を 3:必



要に応じて行うこともある｡｣が減少し､｢(研究開発

を研究所だけでなく)2:各部署で行っている｡｣は増

加傾向にあることから､限られた研究開発資源を活

用するために､部門間での共同研究や現場での研究

開発が行われていることが推測される｡ 

 

･研究開発の成果の有効性の低下 

 このように研究開発は困難になりつつある一方で､

｢模倣や迂回特許などが容易な製品､プロセスであ

る｣が増加傾向にあり､せっかく研究開発したものが

特許などで保護しにくくなっていることがわかる｡ 

 

･研究開発のオープン化 

 近年は､企業内での製品開発だけではなく､ユーザ

ーからのイノベーション(von Hippel, 1988, 2005)､

企業外部のサプライヤー､取引先､大学などからの知

識を利用したオープン･イノベーション(Chesbrough, 

2003;Chesbrough, Vanhaverbeke, & West, 2005)､

さらには消費者を巻き込んだ｢共進化マーケティン

グ｣ (濱岡, 2002)など､企業の外部からの知識の導

入が重視されている｡ 

 外部技術を拒否する｢NIH 傾向(Not Invented 

Here) (Katz & Allen, 1982)｣を測定するために設定

した｢他社の技術には頼らず､自社の技術にこだわ

る｡｣は低下する一方､｢外部の技術を取り入れた製品

が市場でも成功している｡｣は増加傾向にあり､外部

の利用が成果に結びつく傾向が高まっていることが

わかる｡外部連携の仕組みとして､｢2. 顧客と共同で

実験や設計が行える設備の設置｣が増加傾向にある

ことから､共同で作業を行うための施設の整備が進

んでいることがわかる｡ 

 

･海外での事業および R&D 

 海外で事業を行っている企業は全体の 28%程度で

あるが､ ｢海外事業の展開先｣として中国の割合が

急速に増加している｡｢各拠点のトップマネジメント

は現地で採用している｣が増加､｢各研究開発拠点の

マネジメント方法はほとんど同じ｡｣が低下傾向にあ

ることから､マネジメントについては現地化が進展

していることがわかる｡ 

 ｢日本から海外拠点への市場に関する情報提供｣｢海

外拠点から日本への市場に関する情報提供｣｢海外拠

点間での市場に関する情報の交換｣ともに低下傾向

にある｡同様に設定した｢技術情報｣については変化

がないことから､市場についての情報から現地での

研究開発の重要性が高まっているといえる｡ 

 

･研究者のマネジメント 

 ｢12. リサーチフェローなど研究者の地位優遇制

度｣｢研究開発の成果を論文数等学術的見地から評価

している｡｣は増加傾向がある｡経済的な報奨制度は

すでに 7 割程度の企業が導入しており､経済的なイ

ンセンティブとあわせて名誉､学術的な面の評価が

重視されているようである｡ 

 一方で､｢18. 研究者､技術者へのマネジメントな

どの教育､研修｣も増加していることから､ニーズや

市場での成果を重視した研究開発が重視されている

ことがわかる｡ただし､｢研究開発とマーケティング

の両方に通じている者が多い｡｣は低下傾向にあり､

研修の成果が結びついていないことがわかる｡また､

｢社員は貴社の社員であることに誇りを持ってい

る｡｣は低下傾向にあり､モラールの低下が起こって

いることが推測される｡ 

 

･自社の強み 

｢他社と比べて特許の数は多い｡｣は増加傾向にあ

るものの､｢他社にはない革新的な技術を持ってい

る｡｣は低下傾向にある｡特許の数は多いが質につい

ては他社と大きくはかわらないということだろうか｡

｢模倣や迂回特許などが容易な製品､プロセスであ

る｣が増加傾向であったことからみても､特許の有効

性が低下する可能性がある｡ 

 一方で､｢他社と比べると顧客満足度は高い｣は増

加傾向にあり､技術よりは総合的な取り組みで顧客

満足度を高める方向に変化していることがわかる｡ 

 

4.製品開発の動向 

 製品開発についての調査では 250 項目程度を設定

したが､それらのうちトレンド変数が有意になった

のは 24 項目であった｡変化した項目について表 3 に

まとめる｡ 

 

･売上などの成長鈍化 

 ｢売上げの成長率が高い｣｢革新的な製品が高い利

益や売上を挙げている｣ともに低下傾向にあり､売上

の成長が困難となっていることがわかる｡｢取引先は

ほぼ決まった相手である｡｣こともこの一因であると

考えられる｡ 

 

･特許など技術優位性の低下 

 ｢特許の取得や､それによる保護が重要な製品であ

る｣｢技術情報をユーザーが利用できるようになるこ

とは極めて難しい｡｣ともに低下傾向にあり､技術的

な敷居が低下しつつあると推測される｡ 

 

･開発プロセスの公式化 

 ｢開発の各段階で何をすべきか細かく決められて

いる｡｣は増加傾向にあり､プロセスの明示化が進ん

でいることがわかる｡ 

 

･開発に必要な情報量の減少と広告調査の重視 

 ｢製品を開発する際には事前に多量の技術につい

ての情報を収集しなければならない｣｢製品開発から

発売までのプロセスで､さらに多くのニーズ技術情

報が必要になることが多い｣ともに低下傾向にある｡

開発プロセスが公式化されることによって､必要な



情報が整備されている可能性がある｡ 

 一方で､マーケティング･リサーチのうち､ ｢9.オ

ンエア前の広告テスト｣｢10.オンエア後の広告追跡

調査｣ともに実施割合は増加している｡公式化される

のにともなって､これら広告調査が行われるように

なってきたのだろう｡ 

 

･社内での情報共有の後退 

 ｢顧客ニーズ情報が事業部間､部門間で共有されて

いる｣｢競合相手の情報が事業部間､部門間で共有さ

れている｣｢9.情報共有のための情報システム｣につ

いても低下傾向にある｡また､｢研究開発とマーケテ

ィングの両方に通じている者が多い｣についても低

下傾向にある｡(Clark & Fujimoto, 1991;Takeuchi & 

Nonaka, 1986)など､開発プロセスにおける情報共有

が日本企業の特徴であることが指摘されてきたが､

情報共有されにくくなっているようである｡ 

 

･ユーザーとの関係の希薄化 

 ｢ユーザーからの新しい製品についての提案が多

い｣｢貴社とユーザーのインターネットを通じた交流

が活発である。｣ ｢ユーザーに新製品の発売や使い

方などについての情報を提供している｣｢顧客からの

提案を製品やマーケティングへと迅速に反映する｡｣

はいずれも低下傾向にあり､ユーザーとの関係が希

薄化していることがわかる｡前述のように開発に必

要な情報が減少していることから､ユーザーとの関

係も希薄化している可能性がある｡ 

 ただし､(濱岡 2010)では､ユーザーイノベーショ

ンが製品開発のパフォーマンスに正の影響を与える

ことが示されており､ユーザーとの希薄化は長期的

にみた製品開発パフォーマンス全体を低下させる可

能性もある｡ 

 

･社内での公募の減少 

 製品開発のきっかけとしての｢10. 社内での公募

など公式な提案｣｢新製品開発や新規プロジェクトの

テーマについて社内公募が行われている｡｣ともに低

下傾向にある｡売上などが鈍化することに伴って､公

募のような自由度が低下しているのかもしれない｡ 

 

 なお､同時に行った研究開発についての調査では､

2007年からの3年間でトレンド変数が有意となっ

たのは 30 項目であった｡変化した項目からは､研

究開発の縮小と困難化､研究開発の成果の有効性の

低下､研究開発のオープン化､海外での事業および海

外 R&D における市場情報伝達の低下､研究者のマネ

ジメントの変化などが読み取れた｡製品開発につい

ては､オープン化についての項目は設定せず､ユーザ

ーに限定した項目を設定しているが､ここに見られ

るようにユーザーとの関係は希薄化している｡研究

開発調査では､基礎研究は外部と連携し､応用研究や

製品開発は内部で行う傾向があることが示されてい

る｡オープン化は製品開発よりも基礎研究で進展し

ているようである｡ 

 なお､組織についての項目については､製品開発調

査､研究開発調査に共通して設定したが､トレンドと

しての変化がみられたのは､研究開発調査における

｢社員は貴社の社員であることに誇りを持っている｡(低下

傾向)｣のみであった｡組織や社風は変化しにくいこ

とがわかる｡ 

 

5.おわりに 

 筆者は 2007 年度より日本企業を対象として､研究

開発､製品開発に注目した 2 つの調査を行っている｡

本報告では､それぞれについて､この 3 年間で変化し

た項目を中心に報告した｡科研費は 2010 年度で終わ

りとなるが､来年度以降も継続して調査を行いたい｡ 

 

 なお､紙幅の都合から参照文献や単純集計の結果

については省略した｡詳しくは(濱岡豊, 2010a, 

2010b)を参照されたい｡この他に､収集したデータを

用いて､オープン･イノベーション(濱岡, 2007) 

(Hamaoka, 2008, 2009)､ユーザー･イノベーション

(濱岡 2010)についての分析も行っている｡いずれも､

筆 者 の ホ ー ム ペ ー ジ を 参 照 さ れ た い

(http://news.fbc.keio.ac.jp/̃hamaoka/)｡ 

謝辞 

本研究は､H19-H22 科研費･基盤研究©(課題番号 

19530390)を受けた｡ 

 

主要参照文献 
濱岡豊. (2010a). 研究開発についての調査 2009  単純

集計の結果. 慶應義塾大学商学部 濱岡研究室

ディスカッションペーパー  

濱岡豊. (2010b). 製品開発についての調査 2009  単純

集計の結果. 慶應義塾大学商学部 濱岡研究室

ディスカッションペーパー . 

 

 

表1 調査方法 



表 2 年次トレンドが有意となった項目 

 
注)数値は平均値(5 段階尺度)もしくは回答率(○をつけた企業の割合)｡ 

 有意水準:  +++:係数は正で 1%水準で有意  ++:5%水準で有意  +:10%水準で有意  

       ---:係数は負で 1%水準で有意  --:5%水準で有意  -:10%水準で有意  

 

 


